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〔論文〕
「有機農産物の流通，安全性，１肖費者反応に関する
既存研究の概観（中）：有機農産物の国際貿易，
食の安全性に対する消費者反応｣.’
小川孔輔
る「文献ファイル」（付録として添付）との整合
性（参照の容易さ）を考慮して，データベース内
の連番でソートしてある。したがって，論文中で
参考文献を引用をする場合は，例えば，（藤井
2003［35]）となる。［］内の数字は，データペー
スの一連番号である。なお，論文末の文献リスト
は，データベース中にあるものをすべて列挙して
ある。したがって，一部分，本論文で引用されな
い論文や記事も含まれている。
０はじめに
本論文は，2004年８月に発表した「有機農産物
の流通，安全性，消費者反応に関する研究：既存
研究の概観（上)」に続く有機農産物に関する展
望論文である。
前論文（上）は，有機農産物の生産および流通
に関する研究史と周辺分野に関する学術研究を整
理したものである。どちらかと言えば，有機農産
物の供給に関するアカデミックな研究に焦点を当
て，文献として発表された諸説を整理したもので
ある。それに対して，本論文（中）では，有機農
産物を販売・消費する中間流通（ＷＴＯなどの国
際貿易問題を含む）および最終需要者の実態につ
いての研究を整理する。主として，有機農産物
(食品）の安全性と消費者反応についての既存研
究を展望することになる。
また，本論文に続く（下）では，既存研究の成
果と筆者らのチームが独自に実施したきた実態調
査を踏まえて，有機農産物流通の未来像を展望し
てみたい。近年（2000年以降)，米国で成長が著
しい「自然食品系小売業態」（ホールフーズ，ワ
イルドオーツ）の実態調査を踏まえて，米国消費
者のライフスタイルの変化（LOHAS:Lifestyles
ofHealthandsustainability）と革新的な小売
企業の登場（SuperNatural）が，世界の有機農
産物（自然食品）の市場拡大にとって模範（モデ
ル）となる根拠を考察してみたい。
なお，本論文（中）では参考文献の表記に関し
て．前回（上）と同様の手続きを取ることにする。
すなわち，学術的な手順にしたがえば，参考文献
は，本来ならば，＜連番，著者名（年）「論文名」
『書籍，雑誌名』巻（号)，頁＞として，アルファ
ベット順（アイウエオ順）に並べ変えるべきであ
る。しかし，本論文では，データベース化してあ
１グローバリゼーションと食の安全性確保
（１）中国からの野菜輸入：食の安全性への懸念
農産物一般同様に，有機農産物の生産・流通．
販売はグローバルな展開を見せ始めている。日本
に関して言えば，米国産大豆をはじめとして，穀
類や加工食品の多くをいまや海外生産に依存して
いる。生鮮野菜や加工食品については，残留農薬
の問題をはらみながらも，中国への輸入依存度を
高めてきた。
中国の「緑色食品」（｢緑色」は中国語では「有
機」の意味）は当初，日本向け輸出戦略として構
想された。しかしながら，中国輸出農産物は品質
よりも量と低価格が重視されてきたために，また，
中国の「緑色基準」が国内基準であったことから，
輸出は意外と伸びなかった。都市部で富裕層が増
えたこともあって，かえって最近では国内の人気
が高まるという傾向が見られる（中島・趙２００３
[58])。中国では数年前から，「価格高くても安全
性の高い衛生的な商品を」という需要が生まれ始
めた。北京・上海など大都市の新中間層がこうし
た消費動向の担い手である｡､２
そうした中で，2002年３月以来再度，中国産冷
凍ほうれん草から，食品衛生法の基準値超える残
留農薬が検出された。日本の商社やメーカーが，
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原料調達や衛生管理など実務を契約工場に任せき
りだったこと，見栄えの良い物しか買わない日本
企業の姿勢（バイヤーが来たとき虫がついている
と買いたたかれる等）が農家の無理を招いたこと
などが原因と見られる。大手メーカーは，委託か
ら自営へ生産体制を切り替えたり，中国・日本で
の検査頻度やサンプル量を増やすなどの対応に追
われることになった。2002年７月施行の「食品衛
生法改正法」では，特定の国や地域の特定の食品
について，包括的な輸入禁止措置が盛り込まれた
ため，１社でも違反するとすべての輸入がストッ
プする。そのためライバル会社同士で対策を開示・
協力する体制をとる必要が出てきた旧経食品マー
ケット（2003［59]))｡Ｂ
中国本土での有機野菜の生産・加工の事情は，
宮澤・太田原（2002［60]）で詳しく述べられて
いる｡｡＃宮澤らは，2001年８～９月にかけて，日
本向け野菜加工品の最大供給基地である'11東省の
加工企業と北京の政策研究者らを取材した。中国
の輸出向け有機野菜産業の実態を調べた研究であ
る。「有機野菜」としての通関記録はないが，中
国産冷凍野菜は，業務用を中心にすでに日本市場
に浸透している。主に，外食・中食産業向けでは
あるが，中国産の有機野菜は低価格品で安定的に
供給され，きちんと規格が統一され下処理が済ん
でいる。大規模流通に適した輸入品の方が対応し
やすいというメリットもあって，輸入野菜の増加
の主因は中国にではなく，日本の国内の構造的事
情によると宮澤らは結論づけている（宮澤・大田
原２００２［60])。
ただし，生鮮品は冷凍・加工品と異なり，輸入
に際して薫蒸される恐れがあるので，有機表示は
難しい。とはいえ，山東省は乾燥しており，病虫
害リスクが少ないという強みがある。冬氷点下で
虫が越冬できず，害虫活動前に越冬栽培で収穫で
きる。また，農民１人あたりの耕地面積が小さい
ため，労働集約的な農産物への転換圧力が強く，
有機農業に適した地域でもある。ここに進出する
｢亜細亜食品」（台湾系)，「万福グループ」（台湾
企業と合併した郷鎮企業)，「北海食品有限公司」
(台湾系，９０年代に中国進出）の３社を訪問し，
歴史や栽培状況をレポートしている。特に，亜細
亜食品は，いちはやく有機に取り組み，日本人総
経理とスタッフを活用して，日本マーケットとの
連動を図叺日本向けＪＡＳ有機野菜について先
行している。
（２）ＷＴＯ後の有機農産物貿易
有機農産物が国境を越えて輸出されるとき，’慣
行農産物にも増してトレーサビリティ（生産履歴）
が強く求められる。一方で国際貿易を推進する立
場（ＷＴＯの背景にある思想）から，他方では農
産品の輸出入に伴う食の安全性を確保するために，
有機農産物の国際基準（コーデックス）が2000年
に策定された。しかしながら，「食品の安全性」
より「自由貿易」を優先させるＷＴＯ（世界貿易
機構）の基本方針については，飯澤（2001）のよ
うに，批判的な立場を表明する研究者は少なくな
い。ＷＴＯは国内法の上位に置かれ，協定と鮒鯖
する国内法改定が義務とされていること（経済的
主権の放棄）などが批判の根拠である。以下は，
飯澤（2001［83]）の主張をまとめたものである。
ＷＴＯ発足後，各国で関連する国内法制度が整
備された。農業については，アメリカでは「1996
年農業法」（生産調整・不払い政策廃止，直接保
障導入ｌＥＵは「アジェンダ2000」で補助金な
しの輸出体制をめざした。日本では「新基本法」
で，価格支持政策の廃止を打ち出すことになった。
また，植物検疫に関する協定（SPS協定）と貿
易の技術的障害に関する協定では，国際基準への
絶対服従が求められるが，安全性ではなく，危険
性の科学的立証評価を要求している。危険性評価
は実際には立証がたいへん難しいので，結果的に
基準数値の緩和・最大化につながるなどの問題が
ある。
コーデックス委員会の立場に対しても，飯澤は
批判的である。食品添加物や残留農薬基準等を作
成しているが，あまりにも多くの部会があり，途
上国の参画が事実上難しいなど制度上の問題があ
る。加えて，基準緩和・安全性の後退が懸念され
る。例として，コーデックス基準では，日本で使
用許可されていない79種類の食品添加物の使用が
許可され，日本では使用禁止の農薬も，コーデッ
クスでは緩い基準値で使用可能になっている。ま
た，貨物到着1週間前から届け出できる事前届け
出制度や，自動審査体制の導入により，検疫措置
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文章で説得してみせる。例えば．青果の工業的・
集約的な生産方式には，欧州連合（ＥＵ）の共通
農業政策の枠組みの中で規制が少なく，無秩序な
自由主義の下に置かれている。他方で，大型小売
チェーンの圧力は凄まじく､生産者は完全に下請
け化している。
「大型スーパーの発注があれば，仲買人から電
話で，いつまでに，どこど二にトラック1台分，
パレット１枚分を納入せよと指定される。常勤労
働者の雇用は無理で，突発的に「２時間のあいだ
15人だけ必要になる」という具合で，天候や経済
の状況に関係なく収穫ができるよう，生産者には
不法移民のような予備軍が不可欠になる。実態は，
不法移民と合法的移民を組み合わせ，より安い賃
金で働かせているという主張である。
農業事業者は，労働を，準固定的な生産要素で
はなく，生産規模に応じた変動的要素とすること
をめざす。合法・非合法の斡旋事業者を下請けと
して，その日ごと，あるいは時間ごとに必要な労
働力を集めることがその手っ取り早い手段となる。
欧州のほぼ全域が，①低賃金あるいは無給で超過
労働をこなす合法的な自国労働者，②無届けの目
国民（失業者，社会保障受給者)，③同様に超過
労働をこなす合法的な移民労働者（契約書の有無
は問わない)，④不法移民，という４つのカテゴ
リーからなる幅広い「人材」プールに労働者の供
給を頼っている｡､脇
も簡略化無審査に近い状況もある。農産物・食
料の「安全性」と国民健康の保持・病虫害等侵入
の防御と生態系保持が，ＷＴＯの自由貿易の名の
下に．大きく揺らいでいる，と警告している｡.‘
自由貿易がもたらす「陰の部分」については，
二人のフランス人ジャーナリストが飯澤（2001
[83]）と近い論点を提示している。フランスの
｢ル・モントディプロマティーク」（電子版）は．
もともと政治的にも「反ＷＴＯ色」が強いメディ
アである｡.，まず，Berthelot（2003［85]）の主
張は，おおよそ以下のようなものである。
国家助成により保護された農業は，余剰農産物
の捌け口を輸出に求める。アメリカの農業法，Ｅ
ＵのＣＡＰ（共通農業政策）は，国内農家の保護
政策という名の下で，輸出政策の武器として使わ
れている。一方で，途上国は安価な輸入食糧への
依存を招き．国内農業は壊滅的な状態に向かう。
世界の諸国がこうした自滅的農業政策を続けてい
る理由として，３つの要因が挙げられる（食料品
貿易の南北問題)。
①南北共に，農業交渉において問題の多い経済
概念を用いていること（例えば，ダンピングは生
産コストを下回る価格による輸出ではなく，国内
市場Iili格を下回る価格による輸出として定義され
る)，②北半球では食品産業からの圧力が強いこ
と（業界の輸出払戻金の削減に反対する意見が通
りやすい)．③南半球には，国内産業保護よりも，
北の市場を開放させる方が利益だという確信が根
強いこと（この戦略は，結果的に途上国の農業貿
易の拡大と多国籍企業の儲けにつながっただけ)。
南半球における「飢餓の悪化」と北半球におけ
る「環境の悪化」は深刻である。それを防ぐには，
ＥＵの共通農業政策とＷＴＯの農業協定は．食粗
主権の原則に基づき，あらゆるダンピングを排し
たものに作り替えられるべきである。2003年の
ＷＴＯ閣僚会議は，南北間の溝を見せつけ，貿易
交渉は暗礁に乗り上げた。国際貿易の意義がいま
改めて問われる。
Ｂｅｌｌ（2003［86]）は，それとはやや異なる
｢ﾂﾅ側」の視点から，やはりＷＴＯ後の農産物貿
易の問題点を指摘している。ヨーロッパの豊かな
i1i果物は，農業季節労働者と海外からの不法労働
者によって支えられている。その苛烈な舞台裏を
（３）有機栽培商品のフェアトレードという観点
筆者（小川）も欧州・米国の生産・流通現場を
歩いてきた。米国の農業生産現場におけるメキシ
コ人労働者（不法移民を含む）の使用など，労働
環境に対するこうした基本認識は，かなり正確な
観察記録ではなのではないだろうか。
ロンドンの穀物商から転身して国連の農業コン
サルタントになったRobins（2003）も，前出の
フランス人記者たちと同様な見解を述べている。
以下は，Robins（2003）のSto化〃Frujts（『収
奪された果実』）に対する筆者（小川）の解説と
コメントである｡.,
実際には肥料や農薬が使えないという経済的な
理由からではあるが，途上国の農民が作る作物や
加工品は，有機栽培品である。オーガニックフ_
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ズ，オーガニックコットンなどが自然に生産され
ている。この点は，モノカルチャー的な大量生産
品の輸出入という旧来型の世界貿易システムのな
かでは，発展途上国にとっては決定的な弱みであっ
た。彼らの農法は経済生産性が低いので，市場原
理に任せるとコモディティ（非差別化商品）とし
て買いたたかれる。
コーヒー豆やバナナなど，典型的なトロピカル
フーズは，この20年間で価格下落が続いている。
生半可な下落率ではない。世界のひとぴと（先進
諸国）は豊かになったはずなのに，南国の農民た
ちは，フルーツ・穀物価格の下落でますますやせ
細っていることがデータで示されている。価格が
どんなに下がっても，パイナップルやマンゴーや
ゴムやコットンを作り続けるしか，彼らは生活の
糧をえる手段がない。ところが，スターバックス
コーヒーなどのチェーン店の成功で，先進国では
コーヒー（カップ）の値段は逆に高くなっている。
｢いったい誰が儲かっているのか？」というのが
Robinsの問いかけである。
自由貿易による経済成長は，世界中のひとびと
を豊かにするということは経済学の基本命題であ
る。しかし，事実としては，「国際化」と「市場
化」は，発展途上国の農民を救うことになってい
ない。フェアトレード（商品）は，この問題に対
するひとつの有力な解答である。逆説的ではある
が，経済学が考える「市場」とは，コモディティ
を匿名で売買するシステムのことである。状況を
反転させる方法（南国の収奪状況を止めさせる手
だて）は，取引から匿名性の要素を取り払い．商
品をブランド化すること（出所明示）である。つ
まりは，売り手と買い手が名乗りをあげて，互い
の信頼の証として生産・購入・使用に関する情報
を交換することである。ＩＴ技術がそれを可能に
させている。「顔」を見せることによって，部分
的に相手の生活に入り込むことによって，あるい
は，シンパシーを交換することで問題は解決する
可能性がある.
フェアトレード商品が，「クール」（かっこうが
よい）であるという感覚が広がっている。標準化
されすぎたマスプロ製品の人工的なセンスに対し
て，先進国の消費者が「ノー」を言い始めている。
従来は一見して安っぽいと思われていた商品仕様
が，いまやかなりの消費者から評価され，手作りっ
ぽいフェアトレードの商品作りが支持・普及する
可能性を予感させる｡､1０
（４）ポスト・ハーベスト技術と輸入食品の安全
性
国際貿易の対象とされる農産品のトレーサビリ
ティは，何も農産物輸出国の生産段階に限定され
る問題ではない。農産物の収穫後，一般に鮮度保
持のために用いられる薬剤（ポスト・ハーベスト
農薬）については，流通規制が緩いことが問題で
あるという矢野（2001［84]）の指摘は重要であ
る｡｡ｕ
日本の輸入農産物のポスト・ハーベスト農薬は，
農薬取締法（農水省管轄）および農薬残留基準で
規制されるのではなく，原則として食品衛生法
(厚労省管轄）で扱われる。日本では，建前では
ポスト・ハーベストを認めない立場をとっている
ため，諸外国のポスト・ハーペスト農薬への対処
法が不十分である。そのうえ，ポスト・ハーペス
ト農薬の一部は添加物として認めているために，
全体の問題が分かりづらくなっている。
日本における農薬残留基準の設定は増加してい
るが，安全性の確保には疑問が残る。ポスト・ハー
ペスト農薬は，流通過程で使用されるものだから
分解の機会がなく，むしろ病害虫予防等の目的の
ためには，消費時点まで残留することが必然的で
ある。とくに，輸入農産物では，輸出国内での貯
蔵庫・輸送中の倉庫・輸入国水際での検疫用薫蒸
など，いずれかの段階でポスト・ハーベスト処理
は不可避である。
農産物の形状維持・腐敗防止・長期保存を可能
にすることが農薬使用の目的だが，こうした目的
は根本的には流通過程を短くすることで解決でき
る。結論としては，国内生産・地場流通の重要性
の再認識が必要であるとなっている。上記のよう
に，矢野（2001［84]）が提起している「流通経
路の短縮化」という論点については，後に「地場
流通：地産地消」のところで検討する。
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（２）有機農産物に対する消費者評価（ホールフー
ズの調査）
純粋科学的な研究を離れて．それでは，有機農
産物（野菜）に対する消費者の見方はどのような
ものだろうか？国によって．あるいはデモグラ
フィック特性によって，評価や知覚は異なるのだ
ろうか？以下で示されるように，最終的には．
有機農産物の価値評価は．‘慣行品との価格差（プ
レミアム）で消費者測定されることが慣例となっ
ている。
なお，有機農産物を消費者が評価するとき．
｢環境」と「健康」がふたつの重要な評価軸になっ
ている。これは，後述するように。対象顧客によ
り，あるいは国民性で大きく評価の重みが異なっ
ている。本節ではまず，日本の酬例を見てみるこ
とになるが，比較のために，米国のオーガニック・
スーパー「ホールフーズ」が2004年10月21日に公
表した調査データ（2004WboleFoodsMarket
OrganicFoodsTrendTrack）を見ておくこと
にする（同社ＨＰ：http://wholefoodsmarket、
comハ
ホールフーズのトラッキング調査によると，米
国消費者の27％（４分の一以｣二）が，一年前と比
べて有機食品をより多く食べるようになったとさ
れている。調査のタイミングが．ＵＳＤＡ（米国農
務省）が，全米有機認証基準（NationalOrganic
Standards）を発表してからちょうど二年経過後
であった。同調査によれば，半分以上の米国人
(54％）が有機食品・飲料を購入しており，ほぼ
１０％が－週間に数回有機食品を消費する「レギュ
ラー・ユーザー」であるとされている。調査対象
がホールフーズに偏っていることも考えられるが，
2004年度に同社の売上高が年率23％でｌＩｌｌびている
ことからも，米国の有機食品市場は驚異的に伸び
ていることがわかる。2004年実細では，全米の有
機食品市場は年率で約20％成長し，約100億ドル＝
１兆１千億''1となった。
有機食品を職入する理１１１としては，「環境によ
い」（58％)，「健康によい」（57％）をあげている。
なお，「中小生産者を支援できるのでよい」（57兜)，
「おいしいから」（32％)，「品質がよい」（42％）
となっている。興味深いのは，どのような有機食
品を購入しているかを示したのが表１である。
２食の安全性と有機農産物に対する消費者の反
応
（１）有機農法の科学的な優越性
一般的には，有機農業は人間の健康と環境に優
しい農法であると言われている。そうした論調の
研究は．欧米の実証研究と理論研究に多くみられ
る。例えば，スイスの研究者グループ（Mader
etaL2001［145]）は．２１年間のデータから，有
機農法が化学農法より効率が良く，環境に優しい
と結論を出している。有機農法は，とりわけ中小
農家にとっては，慣行農法より経済効率を上げる
可能性が高いことを指摘している｡､'２また，長
期でみた場合，コストと生産高において，有機
農法は慣行農法よりも低栄養・低エネルギーで
実施可能であり，微生物による栄養循環の効率性
などが闘いという報告もある（Stokstad2002
[146])｡､川
ただし，注意しなければならないのは，純粋科
学的な研究では，有機農業と慣行農業のどちらが
本当に環境に優しいのかについては，最終的に結
論が出ていないという事実である。英国の分子生
物学者であるTrewavas（2001［147]）は，２５年
間の実証研究から，有機農法ではなく,慣行農業に
軍配をあげている。慣行農業の方が有機農業より，
環境に優しく持続可能であるとする意外な見解で
ある。有機農業はイデオロギー的な側面が強く，
今日のニーズに合わないと彼は主張している｡.'‘
また．ニュージーランドの食品科学研究者であ
るBoumandPrescott（2002［148]）も，有機・
慣行農産物の栄養価，味覚および安全性に関する
文献をレビューして，次のように指摘している。
すなわち，有機・慣行野菜の窒素含有量は違うが，
栄養価の研究は未開拓の分野である。味が違うと
言われるが，それは相対的，主観的なものであり，
研究によって賛否両論ある。むしろ，流通や収穫
のシステムの影響も考慮した研究が待たれており，
有機に残留腱薬が少ないかどうかも，残留レベ
ルの本格的記録の不足で結論できない，としてい
る｡､1５
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｢どの商品（売場）を購入するために，ホールフー
ズに買い物に来るのですか？」に対して，６８％の
米国人が「生鮮野菜と果物」と答えている。これ
により，同社売り場で青果部門の顧客吸引力が高
いことがわかる。その他の売り場（商品）は，ほ
ぼ同等の評価を受けている。
なお，一般的には，有機食品先進国であるデン
マークなど欧州人に比べると，米国人の消費者は，
社会的な「環境」より個人的な「健康」を重視し
て有機食品を選ぶ傾向があることが知られている。
その点で，ホールフーズの調査は，米国ではやや
特異と考えられないこともない。
332％が表示の信頼`性|可上が問題と答えている。
その一方で，表示ガイドラインやオーガニックに
ついての消費者の知識は低いことがわかった｡.'‘
松久（2000［62]）は，東京都内に住む消費者
(300票余）を対象にアンケート調査を実施してい
る。有機農産物購入者は許容価格限度が高いこと，
その一方で，有機農産物を高く評価する消費者は
必ずしも実購買者ではないことが報告されてい
る｡､'７また，大学院生らが行った「価格プレミア
ムの仮想実験」（田口ら2001［63])，調査機関が
実施した「原産地表示及び有機表示に関する意識
調査」（井上２０００［64]）が報告されている｡､１６
ブランド価値の観点から有機農産物を論じた実
証研究もある。同志社大学の研究グループは，香
川県民を対象に「地産地消の意識調査」（1,775票）
を実施している。野菜や果物，種類によって産地
の重要度に微妙な差が見られること，対象商品が
ブランド化に有効かどうかは分けて考えるべきで
あることが報告されている。すなわち，生食果実
では産地ブランドが有効であり，調理が必要な根
野菜などはブランドよりも流通経路短縮の方が有
効であるとの提言がなされている｡.M’
大浦ら（2002［66]）の研究は，コンジョイン
ト分析を用いて「原産地のブランドカ」を測定し
たものである。原産地のブランドカは，海外産を
100とすると，国内産は約２倍（1.8～２１倍）の
ブランドカがある。また，有機農産物のプレミア
ムllli値という観点からは，「減農薬・減化学肥料
栽培」は，海外産地のブランドカを３割ほど押し
上げる力があることが明らかになった｡､2ｏ
澤田学（2003［67]）の研究は，乳製品の表示
問題を扱ったものである。調査方法は選択的コン
ジョイント分析で，アンケート方式で３種類の表
示要因の部分価値（HACCPラベル，エコラペル，
品質期限）を推定している。結果としては，エコ
牛乳ラベルに対して消費者は８～11％のプレミア
ムを，ＨＡＣＣＰラベルについては12～24％のプレ
ミアムを，また，品質期限については残り日数が
２日短くなると２～８％だけ評価を低下させるこ
とが推定されている。実際の小売市場では，交渉
力の強い量販店の意向で．ＨＡＣＣＰ認証の牛乳は
認証取得前と同価格で販売されており，消費者が
1リットルあたり20～36円の純余剰を得ている。
表１ホールフーズのどの売り場を訪問しているか？
売場部門ホールフーズマザーズ
青果（野菜・果物）６８鉛１９％
パン類２６％１０船
飲料（乳製品を除く）２５発１１％
卵２６外
乳製品２４％１５％
スープ・パスタ類１９％１２％
肉類２２％１８兜
冷凍食品１８％149ｂ
総菜・加工食品１４％８兜
ベピーフード ７％ 
注：マザーズの欄は，筆者らが「マザーズ藤が丘店」
で実施した調査売り場商品の買上率（小川・酒井
（2002）に１１）
（３）食の安全性と有機農産物に関する消費者調
査（日本）
それでは，日本の消費者は有機食品をどのよう
に評価しているだろうか？ここでは，2000年以
降に発表された代表的な消費者調査の結果を紹介
する。
峯木ら（2001［61]）は，「有機農産物の店頭調
査」と「消費者調査」を実施している。調査結果
をまとめると，有機食品は68％の店舗で取り扱い
があったが，表示が「ない」「見にくい」「工夫の
余地有り」（15％）で，販売方法に課題がある。
消費者の84.6％が有機農産物に関心を示しており，
63.4％は購入の経験があると答えていた。1999年
時点での日本の有機食品購買経験率は，米国のホー
ルフーズ調査より５年早いにもかかわらずかな
り高い。価格が安くなることを望むととともに，
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については．「以前は信用していたがいまは信頼
しない」が55.7％と手厳しい。農協も同回答が
37.2％・行政，輸入業者，量販，大手外食につい
ても軒並み３割以上が「いまは信頼しない」「も
ともと信頼していない」と答えている。海外生産
者43.9％，輸入業者38.696,行政39.4％で，「今は
信頼しない」人とあわせると，各６～７割以上が
不信感を持っている.一方，「信頼している」の
は，国内生産者62.6％，生協57.3％で，他より信
頼感高い゜しかし，「今は信頼しなくなった」人
も，各23.9％，22.9％おり，以前のような絶対的
信頼感は薄れている。食肉偽装表示など食に関す
る認知度高<，また狂牛病事件10か月後の調査時
点でも，回答者の３割が消費を抑制してい（のど
モノ過ぎればであるが…)。
日常の行動としては，「表示やメニュー，店内
の告知をよく見るようになった」が63.5％，「新
聞やＨＰなどのニュースをよく見るようになった」
が59.7％など，安全確保のための行動が増えた。
購買行動については。「安全な食品を手に入れる
には，相応のコスト負担はやむを得ない」人が
73.9％，また，47.5％が「安全'性に努力している
生産者や店の商品を購入するようになった」とし
ており，購買行動が変化している。購買行動の変
更は年収が高い人に目立つが，年収300万以下で
も変化の一方，チャネル変更に比べて，実際の食
行動（外食減らすなど）を変える人は多くない。
また，未婚者は関心が低く，購買行動の変化が少
ない。食品表示については，「現在の表示は信用
できない」が83.3％，「以前は信用していたが今
は信頼しない」が5割で，一連の偽装事件の影響
大であった。「店頭表示を詳しくして欲しい」と
69.0船の人が望む。食の安全』性担い手としては，
「生産者やメーカーが安全性優先させること」が
６割，行政には45.8％の期待にとどまった｡，鋤
農水省（その外郭団体）も定期的に消費者調査
を実施している。平成13年の有機栽培品に関連し
た調査（農水省全国主要都市一般消費者モニター
1,016名対象）によると，特別栽培農産物（無農
薬栽培，無化学肥料栽培，減農薬栽培．減化学肥
料栽培）のそれぞれの種類ごとに，購入経験を質
問している。無農薬栽培は「毎日」～「たまに」
購入する人の合計が53.9％，減農薬栽培は同57％
この純余剰額分について，著者は，HACCP導入
のための公的助成が実施されれば理にかなうとし
ている｡､2Ｉ
農林漁業金融公庫（2001［68]）の「食品の安
全性に関する意向調査」は，2000年という調査時
期を反映して，「安全性」のみで「環境」という
キーワードはほとんど出てこないのが印象的であ
る。大きな調査項目は．①～③の３つである。
①食品の安全性に関する意識について：「以前
は高くなかったが最近高くなった」人が37.2％で
最も多い。とくに，３０代以下では480％･食品購
入時に一番意識するのは，おいしさ（32.5％)，
安全・安心（29.5％)祀価格（15.4％)。食品の
安全性で一番心配なのは，生鮮品では，「細菌」
42.7％，「寄生虫」20.3％．「残留農薬」18.8船，
加工品では「食品添加物」41.5％，「異物混入」
24.2％。「細菌」14.2％，「遺伝子組み替え」7.1％
となっている。②HACCP認証マークについて：
｢みたことある」35.4％，「みたことない」64.6％・
調査では，年代が低いほど「みたことがある」率
が高い。見たことがある人でも，購入時には「マー
クの有無にこだわらない」が42％，マークあるも
のを買う人が33.5％（50代が最も高く，40.9％)。
③食品の安全性に問題が生じたときの行動：異物
混入の場合，「当該商品以外でもその業者の商品
は買わない」が47.3％でもっとも高い。細菌汚染
の場合は，「当該以外でも.…」の回答が75.7％
と高い｡蝿
2003年前後で，もっとも広範な消費者調査は，
セゾン総合研究所（2003［69]）によるアンケー
ト調査である。「食の安全・安心に関する消費者
意識と行動の変化」と題して，同研究所の「生活
ネットメンバー」を対象に実施されたものである。
やや長めになるが結果を要約する。
セゾン総合研究所によれば，「以前より食の安
心安全を気にするようになった」人は，86.2船で，
とくに女`性は年代が上がるほど高くなる。最も意
識の低い20代男性でも，７割以上が「以前より気
にする」と回答している。食の安全性が日本では
確保されているかどうかについては，「部分的に
は確保」が412％で最も多く，全体に懐疑的で
ある。
信頼･性については，とくに「国内大手メーカー」
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であった。購入しない人にその理由を聞くと，普
通の農産物で充分（42％)，近所にない（37％)，
本当に特栽か信用できない（35％)，価格が高い
(34％）の順となった。農薬・化学肥料の使用状
況の表示は48％が現行でよいと答える一方，特栽
各種の名称については，使用実態が客観的に把握
できるような名称に改めるべきと38％と回答して
いる。ガイドラインに基づく表示の信頼`性は，
｢どちらともいえない」５７％，「信頼できる」は３１
％，「信頼できない」１２％となっている｡､鰯
表２食の安全性と有機食品に関する消費者調査
文献ＮＣ著者名（発表年） 研究方法 内容（項目）
峯木真知子他
（2001)． 
6１ 有機農産物に関する店
頭および消費者調査
有機農産物は68％の店舗で取り扱いがある。８５％の消費者は
関心があり，６３％は購入経験もあるが，価格低下と表示の信
頼性向上が必要と考えている。表示ガイドラインやオーガニッ
クについての消費者の知識は低い。
有機農産物賦入者は許容価格限度が高い一方，有機農産物を
評価する消費者は必ずしも購買者ではない。
有機農業の社会的便益を評価して政策に反映させるための社
会的費用算出を試みる。ＣＶＭの評価値は実地の評価値より
55％過大評価されている。有機野菜は生産コストが高く，取
引価格が上昇するため，消費者余剰が上昇するとは限らない。
生鮮食料品の原産地表示及び有機表示に関する農林金融公庫
の調査。
野菜や果物，種類によって産地重要度には微妙な差がある。
生食果実では産地ブランドが有効だが，調理が必要な根野菜
などはブランドより流通経路短縮の方が有効かもしれない。
原産地名をブランドの一部と考え，産地競合のある青果物５
品目について各産地のプランドカ，相対的ボジショニングと
産地格差をシミュレーション分析（首都圏世帯郵送調査)。
海外産を100とすると国内産は1.8～２１倍のプランドカがあ
る一方，「減農薬・減化学肥料栽培」は，海外産地のブラン
ドカを３割上げる力がある。
ＨＡＣＣＰラペル，仮想エコラペル，鮮度表示に対する消費者
の価値評価の間のトレードオフを推定。エコ牛乳ラベルに対
しては消費者は８～11％のプレミアム。ＨＡＣＣＰラペルにつ
いては，１２～24％のプレミアムがある。品質期限については
残り日数が2日短くなると，２～８％評価が低下する。
農林漁業金融公庫の郵送調査。食品の安全性についての意識
は，「最近高くなった」人が37％で最も多い。食品購入時に
一番意識するのは，おいしさ（33％)，安全・安心（30％)，
価格（15発)。安全性に問題が生じたときの行動は，「当該商
品以外でもその業者の商品は買わない」が，異物混入の場合
で47%，細菌汚染の場合では76％にのぼった。
「以前より食の安心安全を気にするようになった」人は86％・
信頼性については，「国内大手ﾒｰｶｰ」に対しては，「以前は信
用していたがいまは信頼しない」が55.7％で厳しい。行政，
輸入業者，量販．大手外食についても各６～７割以上が不信
感をもっている。
農水省消費者モニターを対象に，特栽農産物（無農薬／無化
学肥料／減農薬／減化学肥料栽培）の各種類ごとの購入経験
を質問。無農薬栽培は「毎日」～「たまに」購入する人の合
計が54%，減農薬栽培は同57％・購入しない理由は，普通の
農産物で充分（42％)，近所にない（37％)，本当に特栽か信
用できない（35発)，価格が高い（34％)の順。
松久勉（2000）都区部消賢者調査6２ 
田口誠他（2001）仮想的状況下での回答
データに基づくＣＶＭ
手法の有効性と実際の
行動の乖離の検証
井上周一郎（2000）表示に関する消費者意
識調査
関義雄他（2003）香川県民対象に地産地
消の意識調査
6３ 
6４ 
6５ 
大浦裕二他（2002）6６ 選択的コンジョイント
分析による青果物産地
のブランドカ測定
澤田学（2003）6７ ＨＡＣＣＰ・エコラペル・
鮮度表示に対する消費
者の価値評価の選択的
コンジョイント分析
農林漁業金融公庫
(2001） 
6８ 食耐の安全性について
の消費者意識調査
6９ セゾン総合研究所食品の安全性について
(2003）の消費者意識調査
農林水産省総合食
料局消費生活課
(2002） 
特栽農産物の購入経験
の消費者調査
186 
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優先させることが明らかになった。つまり，脂肪
を減らした製品ほど評価は高く，脂肪を削減しな
いものは低いという評価結果が出た。しかも，高
価格製品と低価格製品の評点差は，脂肪削減率に
従って拡大し，高い脂肪削減率のＰＳＴ豚肉が選
好された｡､g1
CaswellandJohnson（2002［112]）は，安全
性の確保や栄養情報の提示に対する企業側の対応
を整理した論文である。1980年代以降，安全性や
栄養属性など食品業界における企業の環境への対
応は変化を見せた。それら戦略的対応を３つの視
点から分類している。すなわち，①差別化②責
任と行政上の処分への対処，③政府の規制活動に
対する制限と誘導であるとしている｡､鋤また，
Cook（1996［113]）は，農産物市場が失敗する
場合をふたつに分けている。①消費者の選好が．
価格，品質基準などのメカニズムを通して正確に
生産者に伝えられない場合（この場合は，小売や
卸売業者による生産者への情報伝達が不完全であ
り，消費者-生産者の情報の流れを改善すること
が必要である)。②ほとんどの消費者が。農薬，
価格，外見上の品質について明確なトレードオフ
を形成する準備がない場合｡､２９
Caswelletal．（1994［115]）は，農業と食の
安全性に関する研究である。米国では安全性志向
型製品の市場が潜在的に大きく，1990年の報告で
も消費者の67％が食品安全`性に関心が高いとして
いる。消費者の半数は，すでに１０年前に，食品安
全性に値段をつけて売る宣伝に反応していた。著
者らの予見はかなり正しく，ＦＤＡ（食品医薬品
局）は，貧富の差なく単一の安全性基準を適用す
ることで，食料品は全て安全に流通できるという
前提の下に。ブランド間の安全基準に本当の差違
はなく，安全性による製品差別化はありえないと
いう主張を展開していた。しかし．「有機」表示
のような食品認証制度や政府基準を超える安全性
を唱道する市場が，実際には2000年以降に急速に
発展することになった。
当時，食品安全性市場が急成長しなかった理由
として，４つの要因を挙げている。①食品安全性
市場への不快感（｢どの食品も安全」という社会
的便益＞消費者の選択肢増加による利益）という
主張がある二と。②生産者は消費者よりも安全に
なお，有機野菜研究とはやや関連がうすいので
本論文では詳細を省略するが，食品の安全性とト
レーサビリティについては，日本でも多くの研
究がなされている（豊田（2003［117])，富山
(2003［118])，松田（2003［1191土門（2002
[120])，中嶋（2002［121］梅津（2001［122])，
山本（2003［123])，山本（2003［124])｡.』；
（３）食の安全性と情報提示に関する研究（欧米）
欧米の消費者は食の安全性をどのように考えて
いるのだろうか？2000年以降に発表された欧米
のジャーナルから，安全性に関連した消費者調査
の結果をレビューしてみる。IppolitoandMath‐
ios（2002［109]）は，健康な食品に関する情報
提示の効果を調査している。1984年10月，ケロッ
グ社が国立がん研究所（NCI）の協力で，食物繊
維とがんの関係を強調する広告キャンペーンを実
施したが．これは「オールブラン」の食物繊維量
の多さを力説したキャンペーンであった。連邦取
引委員会のふたりの研究者らの調査は，広告禁止
規制の撤廃前後に広告の役割評価の違いを考察し
たものであった鈩食物シリアルの摂取が健康に良
いという情報に消費者がどのように反応したかを
調べている。1985年と1986年のブランド・レベル
のシリアル消費データを分析すると，情報処理の
効率･性，情報費用の獲得，健康に対する(illi値など
の要因について，消費者選択に有意な差違が存在
する。この結果は，シリアル広告の解禁により特
定階層の人々の情報獲得費用を低下させ，消費の
拡大を招いた可能性を示唆する。つまり，健康`情
報へのアクセスにおいて不利益を被っていた人々
(非白人，低教育等）に広告が集に|ごIしていたこと
が明らかであった｡､２６
Halbrendtetal．（2002［110]）は，ＰＳＴ（豚
成長ホルモン）使用の豚肉に対する消費者選好の
調査をコンジョイント分析により調査している。
遺伝子工学によって生み出されたＰＳＴの使用
（食品安全性の問題）／死亡の削減（栄養学上の
問題）／価格（経済性）という３つの属性につい
て，消費者価値のトレードオフ関係を比較した研
究である。安全性（PST不使用）×健康（低脂
肪）の属性が拮抗する場合，消費者はＰＳＴ（安
全･性）に関して譲歩してでも．低脂肪（健康）を
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関する情報を多く持ってきたこと。③消費者の情
報は通常不完全なので，消費者の支払う対価と現
実の危険性及び便益とが直結しない恐れがある。
④食品安全性による差別化には，ブランド名，シ
ンボル名，シンボル，認証などを通して消費者と
コミュニケーションが必要で，そのためには明確
な規格や安定した規制環境が不可欠である｡･3１１
表３食の安全と健康に関する欧米の論文
文献ＮＣ 著者名（発表年） 研究方法 内容（項目）
108 アイリーン．Ｏ・ヴァン・
レーヴェンスウェーイ，ジョ
ン･Ｐ・ヘーン（2002）
消費者のリスク軽減
に対するＷＴＰ（支
払い意志額）などの
推定
健康』情報獲得の決定
要因分析，広告の役
割評価
食品（リンゴ）中の残留農薬の規制に関する消費者の選
好調査（リスク軽減への支払い意志額）
１０９ ポーリーン・皿イッパリー
ト，アラン．Ｄ・マシオス
(2002） 
シリアル広告解禁前後の調査で、食物シリアルの摂取が
健康に良いという情報に，消費者がどう反応したかを探
る。広告は，特定階層の人々の情報獲得費用を低下させ，
消費の拡大を招いた可能性がある。健康`情報へのアクセ
スにおいて不利益を被っていた人々（非白人等）に，広
告の効果が集中したと推定される。
PST使用豚肉に対する消費者の受容態度の評価。食品
安全性／栄養／価格という３つの属性について，消費者
の価値の比較・トレード関係を調べる。
安全性や栄養属性に関する規制に対する．企業の戦略的
対応への提言。
110キャサリン・ハルブレント
他（2002）
消費者の価値のコン
ジョイント分析
112 ジュリ一・Ａ・カズウェル，
ゲーリー.Ｖ・ジョンソン
(2002） 
Cook,RobertaL．（1996） 
提言
1】３ 市場の失敗の観点か
ら食品安全性ラベル
に対する消費者需要
分析
市場分析
小売・卸売業者による生産者への情報伝達，および消費
者-生産者間の情報の流れの改善が必要。持続可能農法
で作られた農産物の利益について，正確なメッセージが
必要。
食品安全性の市場化の可能性。栄養特性市場と違い安
全性の市場は発展初期段階で市場参入が複雑である。食
品安全性販売には，供給システムの主体間の垂直的安全
保証システムの開発が有効。
レストランのメニューとパッケージ食品のラベルに記さ
れた健康と栄養情報の効果についての分析。
消費者は健康訴求の文句にはやや懐疑的。
消費者の栄養情報探査と利用，栄養表示法制の課題
115 CaswelLJulieA.,Tanya 
Roberts,ａｎｄＣＴ・Jordan
LinU994） 
136Kozup,ＪｏｈｎＣｅｔ･ａＬ 
（2003） 
栄養情報の提示コン
テクスト分析
137 
139 
消費者行動Balasubramanian,ＳｉｖａＫ、
andCatherineCole（2002） 
Moorman，Christineand 
ErikaMatu]ich（2003） 
健康に関する消費者
の特性と行動のモデ
ル化
消費者への情報提供
プログラムのデザイ
ン
消費者特性（健康能力または健康モチベーション）と消
費者の健康行動（健康情報収集～健康維持活動まで９段
階）の関係をモデル分析
ビタミン・ミネラル，砂糖などについての消費者の知識
と購買パターンを変えさせる情報提供プログラムのデザ
イン。消費者の情報処理努力を減らすディスプレイは，
通常のプロモーションより効果的に売上に影響する（シ
リアルの例）
機能性食姉，デザイナーフード，栄養補給食品などのカ
テゴリーの製品の米国でのマーケティング方法。購入意
思のあるデモグラフィックセグメント，好まれる摂取方
式および最も好まれる定義・ネーミングについて分析。
消費者にとってのリスク要因を，心理的，金銭的リスク
の他，チャネル、原産国表示等様々な次元で整理，リス
クコンセプトをどう店舗運営に反映させるかを考察。
食品の安全性への消費者の認知に影響を与える要因と，
嚇買行動への影響についての論点の整理消費者の危機
回避行動のパターン，消費者がリスクを緩和する方法
(ブランド・ロイヤリティ，ブランド・イメージ，検査．
店舗イメージなど）についてまとめている。
140ＲｕｓｓｑＪＥ･ｅｔ､ａｌ 
Ｕ９８６） 
l41Childs,ＮａｎｃｙＭ.（1997）自然食品等について
消費者の態度調査
142MitchelLV-W．（1998） 消費者のリスク要因
の多元的分析
144ＹｅｕｎｇＲｕｔｈＭ．Ｗ、ａｎｄ文献レビュー
JoeMorris（2001） 
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（４）有機農産物と健康に関する消費者研究（欧
米）
食品の摂取と健康の関連について，欧米ではた
くさんの調査研究が存在している。
KozupetaL（2003［136]）は，レストランの
メニューとパッケージ食品のラベルに記された健
康と栄養情報の効果について調査している。消費
者はかなり賢く，健康訴求の文句にはやや懐疑的
であることが示されている｡．;Ⅲ
やや古い研究ではあるが，米国のマーケティン
グリサーチャーのグループが，ビタミン・ミネラ
ル，砂糖などに関する消費者知識によって購買を
パターン変えさせる「情報提供プログラム」の
デザインを考案している（ＲｕｓｓｏｅｔａＬＵ９８６
[140])。その結果によると，消費者の情報処理努
力を減らすディスプレイは，通常のプロモーショ
ンより効果的に売上に影響するとされている｡wl2
Childs（1997［141])，’よ，疾病予防と自然・
有機・栄養食品の関連について，米国人消費者の
態度を調査している。機能性食品（functional
foods）や栄養補給食品（nutraceuticals)，phy‐
tochemical（疾病予防効果のある植物化学物質）
などの商品カテゴリーのマーケティングがテーマ
である。健康を訴求した自然系食品に購入意思が
高い消費者のデモグラフィック特性，好まれる摂
取方式およびネーミングについて分析したもので
ある。
Childs（1997［141]）の論文は，10年前の米国
の状況を記述しており，現状との比較においてと
ても興味深い。当時，米国人の55％は，果実，野
菜，シリアルが疾病予防の機能を持っていると信
じており，その傾向はますます強まる兆しをみせ
てはいた。しかし，３分の１は，植物化学物質の
効用を信じてはおらず，最も好まれるのは，自然
の食品から摂取する方法であった。比較的若い層
の方が疾病予防に関心が高く，５５歳から64歳の層
では相対的に関心が低かった，と報告されている。
また，マイノリティや高齢者向けの教育が必要で
あり，こうしたカテゴリーの商品に対するネーミ
ングは，治療的・医薬的効果を示すものよりも、
｢栄養」を暗示するものが好まれる，と報告され
ている｡､m3
YeungandMorris（2001［144]）は，食品の
安全`性に対する消費者の認知に影響を与える要因
と，購買行動への影響についての文献をレビュー
した展望論文である。食品の安全性リスクを，
｢微生物的危険」（サルモネラ菌の繁殖)，「化学的
危険」（添加物等)，「技術的危険」（食品照射，遺
伝子操作）の3つに大別している｡､31
３小活
世界中で食の安全性が問題視された2000年を境
に，有機農産物に対する消費者の一般的な態度は
目に見えて改善されてきた。個人・世帯ベースで
見ても，先進国の消費経験率はどの国をとっても
最低50％，高い国では70％にも及んでいる。また，
有機農産物の生産・消費先進国であるデンマーク
や，近年高額所得者のセグメントで自然食品・健
康食品が国民生活の中に急速に浸透してきている
米国では，有機食品を常時購入するコアユーザー
が総人口の１０％に近づいてきている。日本でも，
専門流通体（いわゆる’ダイレクト流通チャネル）
を利用しているハードコアの有機食品ユーザーが
存在しており，その数も決して少なくはない。近
年は，一般の量販店でも有機農産物の取扱量が増
えている。
農水省発表の統計データをもとに，筆者らが推
計した結果を示しておく。
商業統計によると，2002年の小売販売額は，野
菜２兆5,840億円，果実１兆2,303億円である（表
４）。有機食品では，農水省統計等をベースに
｢ハーベスト・リサーチ」が市場調査を行ってお
り，その推計では，有機食品の市場規模＝農産
物1,027.46億円十加工品．中外食等2,183.21億円
＝3,2107億円となっている。有機食品の消費者
市場規模＝農産物家計消費711.69億円十加工品
2,183.21億円＝2,894.9億円であるから，商業統計
の数値を合わせ，生鮮青果物小売販売額中に占め
る有機の割合（農産物家計消費推計値／商業統計
の小売販売額）を計算すると，野菜では0.53％，
果実ではｑ88％となる（詳しくは，表５を参照の
こと)。したがって，日本では，有機野菜は浸透
率0.5％を超えてはいるが，まだ１％以下という
ことになる。
国によってばらつきはあるが，社会的な受容性
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表４全野菜｡果実統計
1975１９８０１９８５１９９０１９９５２０００２００１２００２ 出典
作付（栽培）
面積（ha）
菜
実
菜
実
菜
翼
菜
奥
野
果
野
果
野
果
野
巣
764,300 
430,400 
14,673 
6.462 
761,500 
408,000 
19037 
6.916 
763,800 
387,300 
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小売販売額（億m
＊『商業統計』ｖｏＬ４品目編分類番号は51131（野菜卸売)／57511（野菜小売)／51141（果実卸売)／57521
（果実小売)／
小分類は｢果実／野菜｣と一・括されるので，別々の統計は。「細分類」表を参照。2002年版ではｐ452「２．区
市郡別商品（小売）別の事業所数及び年間商品販売額（D)」
表５有機農産物統計
家計消費
（①） 
加工･中外食
（②） 
市場規模
(①＋②） 
農産物米 43.2 19.9 63.1 
野菜 135.7 29.3 165.0 
果実 108.9 14.5 123.3 
麦 0.1 3」 3.2 
大豆 194.6 71.8 266.4 
緑茶（荒茶） 73.1 28.9 102.0 
その他農産物 156.1 148.4 304.5 
小計711.7 315.81,027.5 
加工品野菜 172.6 冷凍・缶詰・その他野菜加工品の合計
飲料 19.3 
大豆加工品 266.3 豆腐・納豆・味噌・しょうゆの合計
乾麺類 9５ 
緑茶（仕上茶） 139.0 
その他加工品1,576.6
小計2,183.2
合計 2,894.9 3,2107 
出典：『有機農産物マーケティング要覧』ハーペスト・リサーチ企画・調査・発行2004年４月
＊「ハーベスト・リサーチ」推計
＊農産物推計の元値は農水省消費・安全局発表の「認定事業者に係わる格付実績」
＊加工品についての推計は，総務省「家計調査年報」と店頭調査等による
表より、
有機食品の市場規模＝農産物1,027.46億円十加工品・中外食等2,183.21億円＝3,210.7億円
有機食品の消費者市場規模＝農産物家計消費71169億円十加工品2.183.21億円＝2,894.9億円
生鮮青果物小売販売額中に占める有機の割合（農産物家計消費推計値／商業統計の小売販売額）は
野菜
果実
0.53％ 
0.88％ 
という点では，有機農産物の市場は明らかに成長
段階に入っていると言える。有機農産物に対する
顕在需要は，先進諸国だけに限られているわけで
はない。中国のような発展途上国でも，自らの健
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本論文の（下）では，世界中ではじまっている
新しいトレンドを実態調査を踏まえてレビューし
てみることになる。
康や食の安全`性に対する関心は高い。ＳＡＲＳの
影轡もあって，安全と健康のために有機食品を積
極的に購入しようとする裕福なセグメントが生ま
れている。生産量が増えるにつれて，慣行栽培,Iiill
と有機栽培農産物との価格差がしだいに縮小して
きている。
消費需要の伸びも顕著である。米国ではかなり
急速に（年率20％以上)，欧州．日本ではやや緩
やかではあるが（年率10～20％)，有機食品に対
する需要は伸びている。ただし，有機農産物には
生産の適地（デンマーク，米国，中国の一部地域
など）と相対的な不適地（英国，日本など）が存
在している。主たる要因は，有機農業生産にとっ
ての気候条件と第一次産業の社会インフラの違い
である。
需要と供給のギャップは，海外からの輸入で埋
め合わせられている。しかし，とりわけ有機農産
物に関しては，生産履歴開示（トレーサビリティ）
や植物検疫，有機認証制度といった追加的な障壁
が存在しているために，国際貿易に関しては政府
間で多くの交渉課題が残されている。
問題をさらに複雑にしているのは，各国政府間
で農産物の産業・貿易政策に関して路線対立が存
在していることである。北米大陸と欧州大陸の間
で利害が対立しているだけでない。本来は農業生
産物の輸出国であるはずの発展途上国（南側）と
輸入国側で先進工業諸国（北側）との間の対ilrも
存在している。世界各地で実施されているさまざ
まな消費者調査によると，国民の健康増進（医療
政策との関連)，食の安全性確保，環境保全政策
に関して，各国政府の政策的な対応だけでなく，
消費者レベルにおいても．国民性や消費文化の違
いによって，有機農産物に対する考え方，受容度，
嗜好にかなり大きな差異が存在している｡､稲
有機農産物（米国では自然食品）に対する消費
者側での違いを反映して，あるいは，消費者lilllの
変化に適応する形で，各国の流通．小売業昔の中
で．有機農産物のマーケティングについて積械的
な取り組みを始める企業が登場している。具体的
には，有機農産物の新しい生産．供給．加工シス
テムや流通チャネルの開発である。また，革新的
な自然食品系の小売業態や売場づくり，商品陳列
方法の提案・改善などである。
<脚注（中)〉
＊1本論文は．「文部科学省科学研究YH補助金」（12
成１５～17年度・基盤研究Ｂ）によって実施されて
いる助成研究「有機農産物の安全性を弩噸した消
費者への情報提示と小売店の店舗デザイン」or
部である。なお．本論文で引用される広範な資料
の収集は，小川研究室のリサーチアシス狭ント・
青木恭子が行い．小川孔輔が資料を再編架したI芝
で，レビュー論文の形式で文章化したものである，
､２中島紀一・趙鉄偉（2003［58]）「＃】国新印Ｗｉ大
都市中産階級の形成と緑色食品」『月刊NOSＡＩ』
（全国農業共済協会）６月，44-50頁。以下は，中脇
らによる観察記録である。中国社会科学院は2002
年，’１]図社会を５大等級に分類したが．「中16]的社
会階層」が二の新中間層（＝年収２～１０万元厨＝
９６～100万円）にあたり。その中心はポスト文載世
代の25～35歳とされる北京では「家福楽」（カル
フール）の「有機農圧」（有機食品）コーナーや
「華堂商場」（イトーヨーカ堂）の「小湯山」（緑色
食IMI）などのコーナーが人気を集めている。安全
性に疑いの濃い自由市場に対し，安全性・満品質
を掲げる外資系等大手スーパーで，緑色食品がブ
ランド化して販売されている。
筆者も，今年（2005年）３月と４月に中国（上海）
を調査で訪問した際に．上海のカルフールで，色
野菜コーナーを見つけた。後にネットを通して調
べてみたところ．二の会社は．元々日本向けに有
機野菜の栽培を始めていたことが判明した。おそ
らく，植物検疫や残留農薬の問題で，日本l{i]け輸
出が難しくなったことと，中島らが指摘するよう
に，国内市場が開けたことでハイパーマーケット
での有機野菜販売に切り替えたものと推測できる。
＊３日経食品マーケット（2003［59]）「追跡食の
安全中国産冷凍野菜水泡に帰す残留農薬対箙」
『日経食,i1iマーケット』７月号，109-112頁。「I11llil
産ほうれん草」だけが違反を繰り返したのは，輸
入時の監視体制に関連している。つまり．前回の
違反により，モニダリング調査ではなく,届け|{Ｉ
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野菜の全量検査をする「命令検査」の対象になっ
ていたが，違反対象の農薬「クロルピリホス」の
基準値が低いため，違反摘発の確率が高まってい
たからである。
率４宮澤由彦・太田原高昭（2002）「中国における
輸出向け「有機野菜」生産の背景と企業戦略－１１１
束省の加工企業を事例として」『農経論議』（北海
道大学）第58号，123-133頁。
態５筆者ら（小川，酒井）も，2003年12月に，山東
省（青島郊外）と上海郊外にある有機農産物の大
規模食品加工場を視察する機会を得た。いずれも
主として日本向けの有機野菜加工場である。訪問
先は，（１）「青島国際煎苗有限公司」（キリンビー
ルの資本系列，白菜を元とした育稲・採種農場）
青島李範区（2003年12月23日)，（２）「ミレニアム」
（香港資本．350ｈａの大規模有機野菜栽培農場）青
島市郊外（2003年12月23日)，（３）「華建農産品有
限公司」（日本向けの有機サツマイモの、場と加工
場）山東省折水県（2003年12月24日)，（４）「111束
省折水県有機農産物圃場」（複数の圃場を案内）１１１
束省折水県（2003年１２月24日)，（５）「交大農業科
技有限公司」「上海九田食品有限公司」（日本向け
の冷凍有機野菜加工場，約６億円）（2003年12月２７
日)。以上の調査報告記録は，「中国視察報告書」
（酒井・小川2004）として残されている。山東省
の栽培加工状況について，宮澤ら（2002［60]）の
認識は，われわれの見聞とほぼ全面的に一致して
いる。
*６飯標理一郎（2001［83]）「ＷＴＯ体制とコーデツ
クス」日本農業市場学会編『食品の安全性と品質
表示』筑波書房，15-32頁。
*７JacquesBerthelot（2003［85]),℃onferencea 
hautsrisquesaCancun：Lestroisabel･raLions 
despolitiquesagricoles,”ＬＥＭＤ"dをDiplomati‐
ｑⅨａ（邦訳：三浦礼恒訳（2003）「世界の自滅的な
農業政策」『ル・モントデイプロマテイーク日本
語電子版』2003年９月号httJM/U)砂Ⅲ'.‘jpJo.〃
ん/tzrtjcl鍋０３/0309-イ/htmJ)。NicolasＢｅｌｌ（2003
［86])，．`Voyageaupaysdeshommesinvisibles： 
LEuropeorganiselaclandestinite,”ＬｅＭｏ"de 
DjPJomati9ue（邦訳：瀬尾じゅん訳（2003）「ヨー
ロッパの豊かな台所の陰」『ル・モンド・デイプロ
マテイーク日本語電子版」2003年４月号。南仏の
ある県では，この12年間で，４３％の農家が廃業し
た一方，スーパーの収益は急上昇し，フランスの
長者番付トップ10のうち５人までが大型小売店の
経営者である。フランスやスペインの事業者は，
人件費をさらに抑えるためにモロッコに投資した
り，東欧や北アフリカの季節労働者たちを使う。
イギリスでは，増え続ける東欧からの労働音を
「マフィア集団」などが組織化し，賃金水準や労働
条件を仕切っている。早くから農業の集約化を進
めたオランダでは，不法労働者の３分の１に当た
る10万人が花卉や青果の生産に従事する。フラン
スはじめ欧州では農業季節労働者の地位が古くか
ら制度化されている。滞在期間は数週間，社会保
険や年金はなく，賃金は非常に安く，組合も存在
しない。ＥＵ東方拡大で、没落した何百万もの東欧
の農民や，他の東欧人と，南欧の移民の間での競
争が激化し，雇い主に有利な状況を生んでいる。
雇い主はキリスト教文化圏の白人低廉労働者を好
む傾向があり，北アフリカ移民労働者の人種差別
的な排斥にもつながっている（毎摘みなど)。
鞭８大企業の擁護的な機能を持つという観点は，
Ｍｕ]tinationalMonitor（1997［153]),"Sabotag-
ingOrganicStandards､耐Mmltmatjo"αJMD"itoJV，
December,ｐＰ６－７，においても見られる。ＮＧＯ
関係者らが，ＵＳＤＡの有機認証法案への疑義（Ｇ
Ｍや放射線照射容認案）を表明した記事。ＵＳＤＡ
は食品の安全性・農民の生計に責任があるととも
に，農業の産業化とグローバル化の推進勢力でも
あり，アグリピジネス大企業や化学肥料・パイテ
ク企業とともに働くという，二面･性があるという
見解。
*９Robins，Peter（2003｛Ｃ２))，Stole〃nTLits，
ZedBook.,小川孔輔（2004）「個人ＨＰ：フエアト
レード＋新刊紹介：PeterRobins,StolenFruits,､
ZedBook,2003年（収奪された果実)」７月25日，
（http://www､kosuke-ogawacom/） 
*１０日本経済新聞社（20041Ｃ３｝）「フエアトレー
ド商品」『日本経済新聞朝刊』７月22日号。フエア
トレード（FairTrade）商品とは，「公正な貿易取
引商品」のことである。開発途上国（アフリカ，
中南米など）の生産者の生活環境を守るために．
先進国の職人者（消費者）が商品を安く買いたた
かない生活支援運動である。数年前から欧州の国々
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「生鮮食料品の原産地表示及び有機表示に関する意
識調査について特集・青果物の表示制度」『野菜
季報』第70号．52-60頁。
*１９関義雄・衰静・馬淵キノエ（2003［65]）「消費
肴の視点から見た農産物ブランドの価値」『同志社
商学』第54巻第５／６号，126-141頁。
*２０大浦裕二・河野恵伸・合崎英男・佐藤和恵
（2002［66]）「青果物の産地・栽培方法に関するブ
ランドパワーの測定」『農業経営通信』（独立行政
法人農業技術研究機構中央農業総合研究センター
経営計画部）第212号，30-33頁。大浦らの研究で
は，原瀧地名をブランドの一部と考え．産地競合
のある青果物5品目について調査を実施し，国内外
の産地ブランドの推定パラメーターを算出したう
えで，各産地のブランドか相対的ボジショニン
グと産地格差をシミュレーション分析している。
首都圏世帯郵送調査でⅢ有効回答254票
､２１鐸田学（2003［67]）「畜産物需要開発調査研究
から消費者の牛乳選択行動における鮮度．安全
性，グリーン購入志向のコンジョイント分析」『畜
産の情報［国内編]』（農業畜産振興事業団）第161
号，20-24頁。著者は帯広畜産大学の教授である。
時代背景としては’2000年の雪印食中毒事件を受
けた研究で，牛乳の安全性とＨＡＣＣＰ認証制度の
あり方への疑問を提示している。①牛乳への加工
段階の安全性確保への認証表示としてのＨＡＣＣＰ
ラベル，②生乳生産段階の環境対策（糞尿処理）
認証表示としてのエコラベルー仮想ラペル，③品
質保持期限までの残り日数（鮮度表示）に対する
消費者の価値評価の|M]のトレードオフを推定して
いる。札幌・松戸など消費者にアンケートである
が，回答率低い。
*２２農林漁業金融公庫（2001［68]）「調査報告食
品の安全性に関する意向調査一消費者の意識と問
題発生時の購買行動特集：消費者を見据えた食
品提供を考える」『月刊HACCP』（鶏卵肉情報セ
ンター）第７巻第７号，48-58頁。1111純除く都道府
県庁所在地で2,300世帯を対象に嫉視した郵送調査
である。回収率35発，806票回収，うち50歳以上
562票。
*２３セゾン総合研究所（2003［69]）「首都圏在住
1,200人（男女）を対象とした《アンケート調査結
果》『食の安全・安心に関する消費者意識と行動
ではじまり，スイスなど生協運動が盛んなところ
では強力に推進されはじめている（2003年に．法
政大学がセミナーで招聰したスイスの生協「ミグ
ロス」の女'性バイヤーは．アフリカから輸入する
バラですでにフェアトレードを実行していること
を力説していた。スローフードの動き〆食のトレー
サピリティの問題などととも関連がある。
*１１矢野泉（2001［84]）「輸入農産物の増大とポス
ト・ハーベスト農薬」日本農業市場学会編『食品
の安全性と品質表示』筑波書房，33-5]頁。
*l2Mader,PauLAndreasFlieAbach,DavidDu-
bois,LucieGunst,PadruotFriedandUrsNiggli 
（2002［145]),"SoilFertilityandBiodiversityin 
OrganicFarming,”Scie几Ce,ＶＯＬ296,Issue5573
（Ｍａｙ３１)，ppl694-1697、
窯l3StokstadErik（2002［146]),℃rganicFarms
ReapManyBenefits/,SbjG"cejVbIp,May30,pp､ 
１‐２ 
鑿l4Trewavas,Anthony（2001［147]),`Urban
MythsofOrganicFarming,”Mztmre,March22， 
pp409-410． 
*l5BournPianeandJohnPrescott（2002［148])， 
“AComparisonoftheNutritionalValue，sen‐ 
soryQualities,andFbodSafetyofOrganically 
andConvenLionallyP1･oducedFoods..，CrJtimJ 
Reuje雌ｓｉｎＦｂｏｄＳｃｊｅ"ｃｅｑｒｚｄｊＶｍ〃tio"，Vol､４２，
Ｎ０．１，ｐｐｌ－３４． 
*１６峯木真知子・坂本薫・石井よう子Ｑ藤井昭子・
新撰祥恵・川井考子・金谷昭子（2001［61]）「食
環境における食市場の変化と消費者行動一有機農産
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